
本
会
の
委
員
会
は
、
1
月
31
日

の
産
業
経
済
委
員
会
の
開
催
を
は

じ
め
と
し
て
、
2
月
14
日
に
は
地

方
行
政
委
員
会
が
開
催
し
た
。
以

後
、
15
日
に
国
会
対
策
委
員
会
と

社
会
文
教
委
員
会
、
16
日
に
地
方

財
政
委
員
会
、
17
日
に
建
設
運
輸

委
員
会
が
開
催
す
る
予
定
。
そ
れ

ぞ
れ
、
今
年
度
の
活
動
の
と
り
ま

と
め
の
委
員
会
と
な
る
。

各
委
員
会
で
は
、
28
年
7
月
・

8
月
、
11
月
・
12
月
に
政
府
・
与

党
、
地
元
選
出
国
会
議
員
な
ど
に

対
し
要
望
し
た
所
管
の
要
望
事
項

結
果
の
概
要

を
報
告
す
る
。

ま
た
、
国
対

委
を
除
く
5
委
員
会
で
は
、
次
年

度
委
員
会
へ
の
申
し
送
り
事
項
を

協
議
す
る
。
そ
の
ほ
か
、
関
係
省

庁
の
職
員
を
講
師
と
し
て
説
明
を

聴
取
。
経
過
概
要
を
3
月
下
旬
に

全
市
区
へ
送
付
す
る
。

ま
た
、
5
月
24
日
開
催
の
第
93

回
定
期
総
会
で
は
、
各
委
員
会
か

ら
要
望
結
果
の
報
告
を
行
う
。
総

会
前
に
は
、
委
員
会
ご
と
の
要
望

事
項
の
ほ
か
平
成
28
年
熊
本
地
震
、

東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
事
項
の

結
果
報
告
を
取
り
ま
と
め
、
全
市

区
に
送
付
す
る
予
定
。

産
業
経
済
委
員
会
（
委
員
長
�

塩
尻
伸
司
旭
川
市
議
会
議
長
）
は

1
月
31
日
、
全
国
都
市
会
館
で
正

副
委
員
長
会
議
の
後
、
第
1
5
8

回
委
員
会
を
開
催
し
た
。

委
員
会
で
は
、
冒
頭
、
塩
尻
委

員
長
か
ら
「
農
林
水
産
業
に
対
す

る
経
営
支
援
策
の
拡
充
強
化
、
6

次
産
業
化
の
推
進
、
野
生
生
物
に

よ
る
被
害
防
止
対
策
の
強
化
、
治

山
事
業
の
推
進
、
漁
業
資
源
の
維

持
の
ほ
か
、
貿
易
協
定
に
つ
い
て
、

丁
寧
な
取
り
組
み
と
地
方
の
意
見

を
聴
き
、
地
域
の
実
情
に
十
分
に

配
慮
し
た
対
策
を
強
く
求
め
る
必

要
が
あ
る
」
な
ど
の
挨
拶
を
し
た
。

続
い
て
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
と
し
て

出
席
し
た
翁
長
俊
英
本
会
副
会
長

（
那
覇
市
議
会
議
長
）
が
挨
拶
。

欠
員
と
な
っ
て
い
た
副
委
員
長
の

補
欠
選
任
を
行
い
、
副
委
員
長
に

伊
藤
真
人
桑
名
市
議
会
議
長
を
選

任
し
た
。
講
師
説
明
で
は
、
経
済

産
業
省
、
農
林
水
産
省
か
ら
の
説

明
を
聴
取
し
、
事
務
報
告
を
了
承

し
た
後
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
平
成
28
年
度
本
委

員
会
要
望
結
果
の
概
要
に
つ
い
て
、

要
望
結
果
の
概
要
を
説
明
。
こ
れ

に
詳
細
な
説
明
を
加
え
た
も
の
を

5
月
24
日
開
催
の
第
93
回
定
期
総

会
に
報
告
す
る
こ
と
と
し
た
。

次
年
度
委
員
会
へ
の
申
し
送
り

事
項
（
案
）
に
つ
い
て
は
、
引
き

続
き
重
点
的
に
要
望
す
る
必
要
が

あ
る
事
項
（
下
掲
）
を
、
次
年
度

委
員
会
に
申
し
送
る
こ
と
と
し
た
。

ま
た
、
今
後
の
運
営
に
つ
い
て
、

第
93
回
定
期
総
会
で
委
員
長
か
ら

要
望
結
果
を
報
告
す
る
と
し
た
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
須
藤

治
・
経
済
産
業
省
大
臣
官
房
会
計

課
長
か
ら
「
平
成
29
年
度
経
済
産

業
省
関
係
予
算
案
に
つ
い
て
」
と

題
し
、
29
年
度
経
産
省
関
係
予
算

案
の
ポ
イ
ン
ト
な
ど
に
つ
い
て
、

吉
松
亨
・
農
林
水
産
省
大
臣
官
房

予
算
課
長
補
佐
か
ら
「
平
成
29
年

度
農
林
水
産
関
係
予
算
に
つ
い

て
」
と
題
し
、
公
共
事
業
費
、
29

年
度
農
水
省
関
係
予
算
案
の
ポ
イ

ン
ト
な
ど
に
つ
い
て
、
説
明
が
あ

っ
た
。

※
申
し
送
り
事
項

①
地
方
創
生
の
推
進
（
ま
ち
・
ひ
と

・
し
ご
と
創
生
事
業
費
の
安
定
的
確

保
、
地
方
創
生
推
進
交
付
金
等
の
弾

力
的
な
運
用
、
地
方
分
権
改
革
の
一

層
の
促
進
等
）
②
地
域
経
済
対
策
の

推
進
（
国
と
地
方
が
一
体
と
な
っ
た

地
域
経
済
対
策
の
推
進
、
大
胆
な
産

業
政
策
の
推
進
、
地
方
拠
点
強
化
税

制
の
幅
広
い
検
討
）
③
環
太
平
洋
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
協
定

（
国
民
に
対
す
る
詳
細
か
つ
速
や
か

な
情
報
提
供
、
各
産
業
の
持
続
的
な

発
展
に
関
す
る
施
策
、
総
合
的
な
Ｔ

Ｐ
Ｐ
関
連
政
策
大
綱
に
基
づ
く
農
林

水
産
業
の
成
長
産
業
化
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協

定
に
対
応
し
た
新
た
な
仕
組
み
の
構

築
）
④
農
業
振
興
対
策
（
農
業
農
村

整
備
事
業
関
連
予
算
の
安
定
的
確
保
、

経
営
所
得
安
定
対
策
、
農
村
地
域
防

災
減
災
事
業
の
推
進
、
農
業
の
持
続

的
な
発
展
に
関
す
る
施
策
、
食
料
自

給
率
向
上
及
び
国
産
農
産
物
の
消
費

拡
大
、
畜
産
振
興
策
の
強
化
）
⑤
林

業
振
興
対
策
（
林
業
発
展
の
た
め
の

施
策
、
地
球
温
暖
化
防
止
対
策
等
、

水
源
林
の
保
全
）
⑥
水
産
業
振
興
対

策
（
漁
業
者
に
対
す
る
経
営
支
援
策

等
の
強
化
、
水
産
資
源
の
維
持
等
の

た
め
の
施
策
、

養
殖
用
配
合

飼
料
高
騰
対

策
、
担
い
手

の
確
保
・
育

成
）
⑦
農
林

水
産
業
共
通
対
策
（
農
林
水
産
業
の

持
続
的
な
経
営
維
持
・
発
展
対
策
、

野
生
生
物
に
よ
る
農
林
水
産
物
被
害

の
防
止
、
東
京
電
力
福
島
第
一
原
子

力
発
電
所
事
故
に
伴
う
各
国
・
地
域

の
輸
入
規
制
の
緩
和
・
撤
廃
、
燃
油

価
格
高
騰
対
策
、
農
林
水
産
物
の
価

格
の
適
正
化
、
諸
外
国
と
の
貿
易
交

渉
）
⑧
食
の
安
全
及
び
消
費
者
の
信

頼
確
保
対
策
（
食
の
安
全
性
確
保
へ

の
取
組
、
輸
入
食
材
等
の
安
全
確
保
、

消
費
者
安
心
・
安
全
確
保
対
策
の
推

進
）
⑨
中
小
企
業
振
興
対
策
等
（
中

小
企
業
へ
の
支
援
、
地
域
資
源
の
活

用
促
進
、
地
域
商
業
の
振
興
、
下
請

け
中
小
企
業
の
保
護
）
⑩
資
源
・
エ

ネ
ル
ギ
ー
対
策
（
原
子
力
発
電
所
の

安
全
・
防
災
対
策
、
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
対
策
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多

様
化
・
高
度
利
用
、
電
力
供
給
の
確

保
、
レ
ア
メ
タ
ル
（
希
少
金
属
）
等

の
確
保
対
策
、採
石
法
の
充
実
強
化
）

【
2
面
に
記
事
】

第2002·3号2月15日平成２9年
（２０１7年）

各
委
員
会
が
開
催

会議の模様

第
１
5
8
回
産
業
経
済
委
員
会

第
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域
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本
会
は
28
年
12
月
、「
市

議
会
議
員
の
属
性
に
関
す

る
調
（
平
成
28
年
8
月
集

計
）
」
を
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

公
表
し
た
。
調
査
は
「
全
国
市
議

会
現
況
調
査
」
及
び
「
全
国
市
議

会
議
員
現
況
調
査
」
と
し
て
、
全

国
8
1
3
市
区
（
当
時
）
を
対
象

に
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
に
よ
り
行
い
、

回
収
率
は
1
0
0
％
。
調
査
結
果

を
と
り
ま
と
め
、
公
表
し
た
項
目

は
、
①
議
員
の
年
齢
構
成
②
議
員

在
職
年
数
③
議
員
の
兼
業
の
状
況

④
議
員
の
所
属
党
派
⑤
市
議
会
事

務
局
職
員
数
―
の
5
項
目
。
本
紙

で
は
、
調
査
結
果
に
つ
い
て
、
一

部
、
過
去
の
結
果
も
取
り
上
げ
掲

載
す
る
。
な
お
、
調
査
回
答
時
の

議
員
数
は
1
万
9
2
8
4
人
。

議
員
の
年
齢
構
成

議
員
の
年
齢
構
成
（
表
①
）
を

見
る
と
、
男
女
合
計
で
一
番
割
合

が
高
い
年
代
は「
60
〜
70
歳
未
満
」

の
43
・
0
％
。
次
い
で
「
50
〜
60

歳
未
満
」
の
25
・
7
％
。

男
女
別
に
見
て
も
同
じ
順
で
あ

り
、
「
60
〜
70
歳
未
満
」
で
は
女

性
38
・
9
％
、
男
性
43
・
7
％
、

「
50
〜
60
歳
未
満
」
で
は
女
性
35

・
4
％
、
男
性
24
・
0
％
と
な
っ

て
い
る
。
た
だ
し
、
「
60
〜
70
歳

未
満
」
と
「
50
〜
60
歳
未
満
」
と

の
差
を
男
女
別
に
見
る
と
、
女
性

の
3
・
5
ポ
イ
ン
ト
差
に
対
し
、

男
性
は
19
・
7
ポ
イ
ン
ト
差
（
人

数
は
約
1
・
8
倍
の
差
）
が
あ
る
。

ま
た
、
「
80
歳
以
上
」
は
男
性

が
57
人
に
対
し
、
女
性
は
0
人
。

な
お
、
男
女
合
わ
せ
て
の
平
均

年
齢
は
58
・
7
歳
。

議
員
在
職
年
数

議
員
の
在
職
年
数
（
表
②
）
で

あ
る
が
、
今
回
の
調
査
結
果
か
ら

5
年
未
満
も
新
た
に
示
し
た
。
男

女
合
計
で
割
合
が
高
い
順
に
「
10

〜
20
年
未
満
」
32
・
7
％
、
「
10

年
未
満
」
30
・
6
％
、
「
5
年
未

満
」
26
・
3
％
と
な
っ
て
い
る
。

男
性
も
同
様
に
、
割
合
が
高
い
順

に
「
10
〜
20
年
未
満
」
33
・
1
％
、

「
10
年
未
満
」
30
・
3
％
、
「
5

年
未
満
」
25
・
6
％
と
な
っ
て
い

る
。
女
性
は
そ
れ
ぞ
れ
で
大
き
な

差
は
な
い
が
「
10
年
未
満
」
が
32

・
4
％
で
一
番
高
く
、
続
い
て
、

「
5
年
未
満
」
30
・
5
％
、
「
10

〜
20
年
未
満
」
30
・
3
％
と
な
っ

て
お
り
、
男
女
間
で
異
な
っ
て
い

る
。ま

た
、
男
性
は
50
年
以
上
、
女

性
は
40
年
以
上
の
議
員
は
い
な
か

っ
た
。

議
員
専
業
の
状
況

議
員
の
兼
業
状
況
の
調
査
結
果

か
ら
、
専
業
状
況
を
表
③
と
し
て

抜
粋
し
た
。
男
女
合
計
の
専
業
割

合
は
42
・
3
％
。
男
性
38
・
1
％
、

女
性
66
・
8
％
と
な
っ
て
い
る
。

【
3
面
へ
続
く
】

平均
年齢

―

―

58.7歳

80歳
以上

57人
（0.3％）

0人
（0.0％）

57人
（0.3％）

70～80
歳未満

2,049人
（12.4％）

155人
（5.5％）

2,204人
（11.4％）

60～70
歳未満

7,191人
（43.7％）

1,095人
（38.9％）

8,286人
（43.0％）

50～60
歳未満

3,957人
（24.0％）

996人
（35.4％）

4,953人
（25.7％）

40～50
歳未満

2,208人
（13.4％）

399人
（14.2％）

2,607人
（13.5％）

30～40
歳未満

910人
（5.5％）

158人
（5.6％）

1,068人
（5.5％）

30歳
未満

96人
（0.6％）

13人
（0.5％）

109人
（0.6％）

年齢構成
議員数

16,468人
（85.4%）

2,816人
（14.6%）

19,284人

男性

女性

合計

50年
以上

0人
（0.0％）

0人
（0.0％）

0人
（0.0％）

40～50
年未満

56人
（0.3％）

0人
（0.0％）

56人
（0.3％）

30～40
年未満

297人
（1.8％）

23人
（0.8％）

320人
（1.7％）

20～30
年未満

1,444人
（8.8％）

169人
（6.0％）

1,613人
（8.4％）

10～20
年未満

5,452人
（33.1％）

853人
（30.3％）

6,305人
（32.7％）

10年
未満

4,996人
（30.3％）

913人
（32.4％）

5,909人
（30.6％）

5年
未満

4,223人
（25.6％）

858人
（30.5％）

5,081人
（26.3％）

在職年数
議員数

16,468人
（85.4%）

2,816人
（14.6%）

19,284人

男性

女性

合計

議員専業

6,275人（38．1％）

1,882人（66．8％）

8,157人（42．3％）

議員数

16,468人

2,816人

19,284人

性別

男性

女性

合計

市市
議議
会会
議議
員員
のの
属属
性性
にに
関関
すす
るる
調調

本本会会

議
員
の
年
齢
構
成
・
在
職
年
数
・
専
業
割
合
な
ど
を
調
査

※割合（％）…男女それぞれの議員数に占める割合、合計は全議員数に占める割合
※割合（％）は、それぞれ小数点以下第2位を四捨五入で表記しているため合計数は100％とならない
※調査結果を基に、各性別の年齢構成の区分ごとの割合（％）のみ本紙が加えて作成

※括弧内は各性別・合計の議員数に占める
割合

※調査結果から抜粋し、本紙が作成

※割合（％）…男女それぞれの議員数に占める割合、合計は全議員数に占める割合
※割合（％）は、それぞれ小数点以下第2位を四捨五入で表記しているため合計数は100％とならない
※調査結果を基に、各性別の議員在職年数の区分ごとの割合（％）のみ本紙が加えて作成

表③ 議員専業の状況

表② 議員在職年数

表① 議員の年齢構成

※過去の調査結果と合わせて本紙が作成

グラフ 議員専業割合の推移（近5年）
…男性
…女性
…合計
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全
国
市
議
会
議
長
会
基
地
協
議

会
（
会
長
・
市
岡
博
道
佐
世
保
市

議
会
議
長
）
は
2
月
1
日
、
都
市

セ
ン
タ
ー
ホ
テ
ル
で
第
87
回
理
事

会
に
続
い
て
、
第
80
回
総
会
を
開

催
し
た
。

会
議
冒
頭
、市
岡
会
長
か
ら「
29

年
度
予
算
案
で
は
、
基
地
交
付
金

・
調
整
交
付
金
は
対
前
年
度
同
額

の
3
5
5
億
4
0
0
0
万
円
の
要

求
額
満
額
、
基
地
周
辺
対
策
経
費

は
対
前
年
度
28
億
2
0
0
万
円
増

の
1
2
2
0
億
円
2
0
0
0
万
円

が
確
保
さ
れ
た
。
精
力
的
な
要
望

活
動
を
行
っ
た
皆
様
方
に
深
く
感

謝
申
し
上
げ
る
」
な
ど
の
挨
拶
を

し
た
。

来
賓
挨
拶
で
は
、
高
市
早
苗
・

総
務
大
臣
の
代
理
と
し
て
原
田
憲

治
・
総
務
副
大
臣
か
ら
、
稲
田
朋

美
・
防
衛
大
臣
の
代
理
と
し
て
小

林
鷹
之
・
防
衛
大
臣
政
務
官
か
ら

挨
拶
が
あ
っ
た
。
続
い
て
、
森
本

敏
・
拓
殖
大
学
総
長
（
元
防
衛
大

臣
）
か
ら
「
揺
れ

動
く
国
際
情
勢
と

日
本
の
安
全
」
と

題
す
る
講
演
を
拝

聴
し
た
。

講
師
説
明
で
は
、
黒
瀬
敏
文
・

総
務
省
自
治
税
務
局
固
定
資
産
税

課
長
、
森
田
治
男
・
防
衛
省
地
方

協
力
局
地
方
協
力
企
画
課
長
か
ら

そ
れ
ぞ
れ
、
所
管
の
29
年
度
基
地

関
係
予
算
に
関
す
る
説
明
を
聴
取

し
た
。
続
い
て
、
28
年
度
か
ら
新

た
に
加
盟
し
た
小
美
玉
市
、
飯
能

市
、
大
竹
市
、
周
防
大
島
町
、
和

木
町
、
宜
野
湾
市
の
4
市
2
町
を

紹
介
。
事
務
報
告
を
了
承
し
た
後
、

協
議
に
入
っ
た
。

「
平
成
27
年
度
会
計
決
算
に
つ

い
て
」で
は
、
柄
目
孝
治
監
事（
角

田
市
議
会
議
長
）
か
ら
監
査
結
果

の
報
告
が
あ
り
、
こ
れ
を
認
定
し

た
。

「
平
成
29
年
度
活
動
方
針
（
案
）

に
つ
い
て
」
で
は
、
基
地
対
策
関

係
施
策
の
充
実
強
化
、
基
地
対
策

関
係
予
算
の
所
要
額
確
保
の
た
め
、

①
基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
の

所
要
額
確
保
等
②
基
地
周
辺
対
策

の
充
実
強
化
―
を
柱
と
す
る
活
動

目
標
（
下
掲
）
、
活
動
方
法
に
よ

り
実
現
を
図
る
と
す
る
活
動
方
針

を
原
案
の
通
り
決
定
し
た
。

「
平
成
29
年
度
事
業
計
画
（
案
）

に
つ
い
て
」
で
は
、
事
業
計
画
を

原
案
の
通
り
決
定
し
た
。

「
平
成
29
年
度
予
算
（
案
）
に

つ
い
て
」
で
は
、
予
算
を
原
案
の

通
り
決
定
し
た
。

「
規
約
及
び
役
員
選
考
基
準
の

一
部
改
正
（
案
）
に
つ
い
て
」
で

は
、
「
九
州
部
会
」
を
「
九
州
・

沖
縄
部
会
」
と
す
る
規
約
と
役
員

選
考
基
準
の
一
部
改
正
を
原
案
の

通
り
決
定
し
た
。

【
活
動
目
標
】

1
基
地
交
付
金
・
調
整
交
付
金
の

所
要
額
確
保
等
（
①
基
地
交
付
金

・
調
整
交
付
金
の
所
要
額
確
保
、

基
地
交
付
金
の
対
象
資
産
の
範
囲

拡
大
等
②
基
地
対
策
事
業
に
係
る

地
方
財
政
措
置
の
拡
充
）

2
基
地
周
辺
対
策
の
充
実
強
化

（
①
基
地
周
辺
対
策
経
費
の
所
要

額
確
保
②
障
害
防
止
事
業
の
充
実

強
化
③
住
宅
防
音
事
業
の
充
実
強

化
④
移
転
措
置
事
業
等
の
充
実
強

化
⑤
民
生
安
定
助
成
事
業
の
充
実

強
化
⑥
特
定
防
衛
施
設
周
辺
整
備

調
整
交
付
金
の
充
実
強
化
⑦
損
失

補
償
の
充
実
強
化
⑧
事
務
の
簡
素

合
理
化
等
⑨
基
地
周
辺
安
全
対
策

の
徹
底
等
⑩
在
日
米
軍
の
再
編
に

伴
う
支
援
措
置
等
⑪
中
期
防
衛
力

整
備
計
画
実
施
に
当
た
っ
て
の
地

元
意
見
の
尊
重
⑫
地
元
産
業
活
性

化
の
促
進
）

近
5
年
の
議
員
専
業
割
合
の
推

移
（
2
面
グ
ラ
フ
）
を
見
る
と
、

毎
年
割
合
が
増
し
て
い
る
。
男
女

合
計
の
割
合
は
、
24
年
の
33
・
9

％
と
比
べ
る
と
、
約
1
・
25
倍
に

増
え
た
こ
と
に
な
る
。

市
議
会
事
務
局
平
均
職
員
数

市
議
会
事
務
局
の
人
口
段
階
別

の
平
均
職
員
数
は
表
④
の
通
り
と

な
っ
て
い
る
。 【

2
面
か
ら
続
く
】

基基
地地
協協
がが
第第
8800
回回
総総
会会
をを
開開
催催

29
年
度
活
動
方
針
・
事
業
計
画
・
予
算
を
決
定

来
賓
挨
拶
す
る
原
田
総
務
副
大
臣

会議の模様

挨
拶
す
る
市
岡
会
長

来
賓
挨
拶
す
る
小
林
防
衛
大
臣
政
務
官

講
演
す
る
森
本
拓
殖
大
総
長

監
査
結
果
を
報
告
す
る
柄
目
監
事

全国

8.0人

指定
都市

34.1人

50万人
以上

20.2人

40～50
万人
未満

17.9人

30～40
万人
未満

15.9人

20～30
万人
未満

13.1人

10～20
万人
未満

8.5人

10万人
未満

5.9人

5万人
未満

4.5人

人 口

平 均
職員数

表④ 市議会事務局平均職員数

※調査結果から抜粋し、本紙が作成
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第
1
9
3
回
通
常
国
会
が
開
会

第
1
9
3
回
国
会
（
常
会
）
が

1
月
20
日
に
開
会
し
た
。
会
期
は

6
月
18
日
ま
で
の
1
5
0
日
間
。

平
成
29
年
度
予
算
案
が
審
議
さ

れ
る
ほ
か
、
決
算
不
認
定
の
場
合

の
長
か
ら
議
会
等
へ
の
報
告
規
定

の
整
備
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
「
地

方
自
治
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
案
」
な
ど
が
提
出
さ
れ
る
予

定
。安

倍
晋
三
・
内
閣
総
理
大
臣
は

衆
参
両
院
の
本
会
議
に
お
い
て
、

①
世
界
の
真
ん
中
で
輝
く
国
創
り

②
力
強
く
成
長
し
続
け
る
国
創
り

③
安
全
・
安
心
の
国
創
り
④
一
億

総
活
躍
の
国
創
り
⑤
子
ど
も
た
ち

が
夢
に
向
か
っ
て
頑
張
れ
る
国
創

り
―
か
ら
な
る
施
政
方
針
演
説
を

行
っ
た
。

②
で
は
、
地
方
創
生
な
ど
を
掲

げ
た
（
一
部
抜
粋
は
下
掲
）
。

③
で
は
、
被
災
地
の
復
興
、
国

土
の
強
靱
化
な
ど
を
掲
げ
た
。

④
で
は
、
成
長
と
分
配
の
好
循

環
を
掲
げ
、
保
育
・
介
護
の
受
け

皿
整
備
を
加
速
し
、
介
護
職
員
・

保
育
士
の
処
遇
改
善
を
実
現
す
る

な
ど
と
し
た
。

⑤
で
は
、
誰
に
で
も
チ
ャ
ン
ス

の
あ
る
教
育
を
掲
げ
、
返
還
不
要
、

給
付
型
奨
学
金
制
度
を
創
設
す
る

と
し
た
。

【
安
倍
総
理
施
政
方
針
演
説
抜
粋
】

（
地
方
創
生
）

地
方
の
意
欲
的
な
チ
ャ
レ
ン
ジ

を
、
自
由
度
の
高
い
「
地
方
創
生

交
付
金
」
に
よ
っ
て
、
後
押
し
し

ま
す
。

地
方
の
発
意
に
よ
る
、
地
方
の

た
め
の
分
権
改
革
を
進
め
ま
す
。

故
郷
へ
の
情
熱
を
持
っ
て
、
地

方
創
生
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
。
そ

う
し
た
地
方
の
皆
さ
ん
を
、
安
倍

内
閣
は
、
全
力
で
応
援
し
ま
す
。

【
出
典
�
首
相
官
邸
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
】

全
国
自
治
体
病
院
経
営
都
市
議

会
協
議
会
（
会
長
�
加
藤
治
吉
磐

田
市
議
会
議
長
）
は
1
月
25
日
、

長
野
市
で
正
副
会
長
・
監
事
・
相

談
役
会
議
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
加
藤
会
長
の
挨
拶

の
後
、
小
林
義
直
副
会
長
（
長
野

市
議
会
議
長
）
、
加
藤
久
雄
・
長

野
市
長
か
ら
挨
拶
が
あ
っ
た
。
続

い
て
、
事
務
報
告
を
了
承
し
、
協

議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
平
成
28
年
度
要
望

結
果
の
概
要（
速
報
）、
規
約
の
一

部
改
正（
案
）、
今
後
の
会
議
・
活

動
日
程
を
了
承
し
た
。
規
約
の
一

部
改
正（
案
）に
つ
い
て
は
、
5
月

17
日
開
催
の
第
75
回
理
事
会
、
第

45
回
定
期
総
会
に
諮
る
こ
と
と
し

た
。

病
院
協
が
役
員
会
を
開
催（
於
・
長
野
市
）

▼
議
長

▽
富
山

高
見
隆
夫（
9
・
21
）

▽
黒
部

新
村
文
幸（
12
・
5
）

▽
い
す
み

川
嶋
英
之（
12
・
6
）

▽
笠
間

海
老
澤
勝（
12
・
15
）

▽
稲
敷

高
野
貴
世
志（
12
・
16
）

▽
旭

佐
久
間
茂
樹（
12
・
19
）

▽
鳥
取

下
村
佳
弘（
12
・
19
）

▽
松
戸

深
山
能
一（
12
・
22
）

▽
鳴
門

川
田
達
司（
12
・
22
）

▼
副
議
長

▽
岩
国

石
原

真（
11
・
14
）

▽
小
美
玉

藤
井
敏
生（
11
・
30
）

▽
紀
の
川

堂
脇
光
弘（
12
・
2
）

▽
黒
部

川
本
敏
和（
12
・
5
）

▽
笠
間

石
松
俊
雄（
12
・
15
）

▽
稲
敷

木
内
義
延（
12
・
16
）

▽
旭

向
後
悦
世（
12
・
19
）

▽
鳥
取

金
谷
洋
治（
12
・
19
）

▽
上
尾

渡
辺
綱
一（
12
・
21
）

▽
松
戸

木
村
み
ね
子（
12
・
22
）

▽
鳴
門

圃
山
俊
作（
12
・
22
）

▽
新
発
田
市
（
新
潟
県
）

〒
9
5
7
―
8
6
8
6

新
潟
県

新
発
田
市
中
央
町
3
―
3
―
3

�
0
2
5
4
―
2
8
―
9
4
0
0

フ
ァ
ク
ス
番
号
は
変
更
な
し

▽
筑
西
市
（
茨
城
県
）

〒
3
0
8
―
8
6
1
6

茨
城
県

筑
西
市
丙
3
6
0

�
0
2
9
6
―
2
4
―
2
1
7
3

フ
ァ
ク
ス
番
号
は
変
更
な
し

▽
島
原
市
（
仮
庁
舎
）（
長
崎
県
）

〒
8
5
9
―
1
4
9
2

長
崎
県

島
原
市
有
明
町
大
三
東
戊
1
3
2

7電
話
番
号
、
フ
ァ
ク
ス
番
号
は
変

更
な
し

【2017年1月号】
特集：外国人観光客の誘致戦略
・訪日外国人旅行者4000万人時代に
向けた受入環境整備について

観光庁参事官（外客受入担当）
・インバウンド事業の重要性
―東北山形でビジネスチャンス
を狙う―（山形県飯豊町）

二瓶裕基
・飛騨のあたらしいツーリズム
（岐阜県飛騨市） 白石達史

【連載】
・議会紹介 ver.4 田口一博
◆教養講座
質問力で高める議員力・議会力

土山希美枝
◆議員研修講座
・市町村議員のためのよくわかる
地方交付税 進龍太郎
・市町村議員のためのよくわかる
地方債 澤田洋一

議議
会会
人人
事事

株式会社

中央文化社
ご注文・問い合わせは
TEL 03‐3264‐2520 又は FAX 03‐3264‐2867
URL http: //chuobunkasha.com/
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地
方
自
治
法
改
正
法
案
な
ど
提
出
へ

議員研修誌 月刊 地方議会人
共同編集：全国市議会議長会・全国町村議会議長会

新新
庁庁
舎舎
落落
成成

病院協会長
加藤治吉（磐田市）

議議
会会
所所
在在
地地
変変
更更
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